
安心を支える福祉と医療のまち柱
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●教育の質の向上【189億5939万円】
◦全区立小学校低学年に学級担任補佐を配置
◦情報モラル講習の対象を小中学校の全学年

に拡充

●支援が必要な子どもたちへの取組の充実
【5億9087万円】

◦インターネット上の仮想空間を活用した学習・
相談支援を充実

◦就学援助認定基準額・小中学生の入学準備
費を引き上げ、経済的支援を充実

●保育サービスの充実【76億7985万円】
◦10年度の開設に向け、立野町に定員100名

程度の私立認可保育所を整備
◦保育ニーズの高い1・2歳児に対応するため、

練馬こども園の運営費補助・人材確保支援
を実施

◦虐待の未然防止と早期発見のため、保育施
設などを対象に通報・相談窓口を設置 新規

●子育てサポートの充実【5億5588万円】
◦民設子育てのひろばの開室日時を拡大するほ

か、新たに1施設を開設
◦ベビーシッター利用支援事業の対象を小学3

年生に拡大
◦区独自に利用上限時間や実施場所を拡大し、

こども誰でも通園事業を実施 新規

●学齢期の子どもや若者の居場所の充実
【46億602万円】

◦学童クラブとひろば事業を一体的に行う「ね
りっこクラブ」を新たに２校で開設するほか、
学童クラブ全体の定員を200名以上拡大

◦小学生が始業前から安心して過ごせる「小学
生の朝の居場所事業」を試行実施 新規

●都児相と連携した児童相談体制「練馬区
モデル」の強化【4194万円】
◦居場所づくり支援を拡大し、民間カフェでも

実施するなど、「ねりま羽ばたく若者応援プロ
ジェクト」を充実

◦妊婦健診や乳幼児健診、予防接種などの未
受診者情報を活用し、アウトリーチ支援を強化

●高齢者地域包括ケアシステムの深化・推進
【9079万円】

◦地域包括支援センターでオンライン相談を
開始 新規

◦認知症なんでも相談窓口のオンライン・夜間
の相談枠を拡充

●高齢者の生活を支えるサービス提供体制
と人材確保策の充実【7億8832万円】
◦特別養護老人ホームの大規模改修・改築費

を補助 新規

◦9年度の開設に向け、都市型軽費老人ホーム
1施設(定員20名)を整備 都内施設数No.1

◦訪問介護採用応援補助事業の上限人数を撤廃
●元気高齢者の活躍とフレイル予防の推進
【2億5330万円】

◦交流・相談・介護予防の場「街かどケアカ
フェ」を53カ所に拡大

◦元気高齢者介護施設業務補助事業の対象施
設を拡大

◦困難な問題を抱える女性などを支援するた
め、DVに関するLINEでの相談事業を開始
新規

◦就職氷河期世代の支援ニーズを把握するた
めのアンケートを実施 23区初

●障害者が地域で暮らし続けられる基盤の
整備【5億2246万円】
◦三原台2丁目用地や旧石神井町福祉園用地

に重度障害者の地域生活支援拠点を整備
◦重度障害者の通所定員・日数を拡大するほ

か、看護師が乗車する医療的ケア対応送迎
車の運行を開始

◦失語症者と支援者の集いの場である失語症サ
ロンを開設するほか、人工内耳用充電池・視
覚障害者の誘導装置などの購入費を補助

●ひとり親家庭や生活困窮世帯などの自立
を応援【3億4万円】
◦ひとり親家庭総合相談窓口に心理職を配置

するほか、ひとり親の経験を持つ相談員に
よる相談支援を開始 新規

◦四季の香ローズガーデン開園10周年記念事
業を実施

●脱炭素社会の実現に向けた環境施策の
推進【18億1320万円】
◦小中学校などから排出される使用済み食用

油を持続可能な航空燃料（SAF）に再資源化
新規

◦燃料電池ごみ収集車の試験導入 新規

◦カーボン・オフセット事業を実施 新規

◦プラスチックでできた製品の分別回収・資源
化を開始 新規

◦一般廃棄物処理基本計画を策定 新規

●災害リスクに応じた「攻めの防災」の加速
【10億9704万円】

◦田柄地区を空家等活用促進区域に指定
新規 23区初

◦木造住宅を対象に無料の耐震診断実施制度
を創設 新規

◦空き家所有者を対象に専門家を派遣するアウ
トリーチ型の支援を実施 新規

◦消火用スタンドパイプの設置を区内全域に拡
大するほか、避難所用テントや災害用携帯ト
イレなどの備蓄を充実

●さらなる発展に向けたまちづくりと人々
の移動を支える交通体系の構築
【9998万円】

◦交通の利便性や駅周辺のにぎわいなど、都
市機能を向上させるまちづくりを検討 新規

◦2040年代を見据えた新たな地域公共交通計
画を策定

◦区内4駅の駅ホームドア整備を促進

●大江戸線延伸の事業着手への取組と沿線
地域のまちづくりの推進【33億6683万円】
◦延伸推進基金を30億円増額（合計155億円）
◦新駅開業後のまちの姿を示す「大江戸線延伸

沿線まちづくりデザイン」を策定 新規

●交通インフラの整備促進とまちづくりの
推進【71億3182万円】
◦都市計画道路と生活幹線道路の整備を推進
◦都市計画道路沿道の利便性と周辺環境が調

和したまちづくりを推進
◦西武新宿線連続立体交差事業の促進と沿線

のまちづくりを推進
◦石神井公園駅南口西地区の再開発事業を支援

●練馬のみどりを未来へつなぐ
【12億4582万円】

◦稲荷山公園の段階的な整備のロードマップを
策定

◦（仮称）公園等改修計画を策定

●みどりの中で誰もがスポーツを楽しめる
まち【8億1903万円】
◦石神井松の風文化公園を拡張し、スケート

ボードなどを楽しめる広場を整備 新規

◦障害のある小中学生を対象とした「ねりっこダ
ンス教室」を3カ所に拡大

◦10回目の練馬こぶしハーフマラソンで記念企
画を実施

●意欲ある事業者の支援と商店街の魅力
づくり【11億389万円】
◦専門相談員による出張相談事業を実施 新規

◦公衆浴場への燃料費の助成を拡充
◦商店街街路灯ＬＥＤランプの個別修理・交換

費用を補助 新規

◦キャッシュレス決済ポイント還元事業を実施
●生きた農と共存するまち練馬
【8億2196万円】

◦9年度に武蔵野の原風景を再現した「麦畑事
業」を実施 新規

◦全国都市農業フェスティバルプレイベントを
開催

●みどりの中で優れた文化芸術を楽しめる
まち【2億4083万円】
◦美術館・貫井図書館の再整備に向けた取り

組み
◦「もっともっとアートプロジェクト」を展開 新規

◦名誉区民で画家の野見山暁治さんの自宅兼
アトリエを取得 新規

◦電子書籍サービスのコンテンツを充実

●地域コミュニティの活性化と区民協働の
推進【1億1377万円】
◦町会・自治会が開催するイベントの費用を助

成する「町会・自治会まち活サポート事業」を
創設 新規

◦町会・自治会、商店会などが利用できる地
域活動倉庫を東部地域に開設 新規

◦外国人を対象に、地域生活を学ぶ生活オリエ

ンテーションや、オンライン形式の初級日本
語講座を実施 新規

◦区民事務所などの窓口に15カ国の言語に対
応したオンライン通訳を導入 新規

●DXで区民と区政を直
じか
につなぐ	

【38億8913万円】
◦申請に基づく区からの通知をオンラインで受

け取れるサービスを試行実施 新規

◦フレイル 予 防アプリ「フィット&ゴー」をリ
ニューアルするほか、「食のほっとサロン」や

「フロ・マエ・フィットネス」の実施場所を拡大

◦「子育てスタート応援券」の電子化を推進
新規

◦粗大ごみ収集のキャッシュレス決済を導入
新規

●民間ならではの多様な活動と連携した
地域福祉の推進【9701万円】
◦高齢者が死亡した時などのため、事前に緊

急連絡先などの情報を登録できる「終活情報
登録事業」を開始 新規

◦身寄りのない高齢者などの生活や死後の事務
を支援する「終身サポート事業」を開始 新規

◦こども食堂などの運営費の助成を拡充

●安心して医療が受けられる体制の整備
【3015万円】

◦在宅医療を新たに始める医師が相談できる支
援担当（チューター）制度を導入 新規

◦災害医療の基礎を学ぶ研修に区内医療機関
の看護師などを加えて研修事業を拡充

●身
から だ
体とこころの健康づくりを応援	

【5443万円】
◦健康づくりに取り組むきっかけとなるよう、区

公式LINEを活用し健康イベントを実施
◦肺がん検診後に低線量胸部CT検査を案内で

きる医療機関を約60カ所に拡大
◦がん患者に加え、脱毛症などの方を対象に

ウィッグなどの購入費を助成

主な事業を紹介令和8年度
当初予算案 ※【　】内は予算額。予算案は、令和8年第一回練馬区議会定例会で審議されます。
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子どもたちの笑顔輝くまち柱

1

安全・快適、みどりあふれるまち柱

4

いきいきと心豊かに暮らせるまち柱

5

区民とともに区政を進める柱

6

高齢者が住みなれた地域で暮らせるまち柱

2

発達障害児への
支援を強化

PICK UP

　早期発見の仕組みや支援体制
などを強化します。福祉・健康・
教育・こどもの各部が連携して、
横断的に取り組みます。

●早期発見・気付きにつなげる仕組み
◦練馬区医師会と連携し、５歳児健診を開始 新規

◦発達障害児と保護者を支援するための短期療育プ
ログラムを実施 新規

●小学校就学後の支援体制を強化
◦民間支援機関と連携し、言語聴覚士などの専門的

人材による指導を実施
◦配慮を必要とする子どもの支援を行う学校生活支援

員を増員

◦自閉症・情緒障害学級の設置を検討

●調整機能の強化
◦障害児支援を強化するため、教育委員会内に子ども・

保護者・学校の総合調整を担う組織を設置 新規

◦民間支援機関による就学前教育相談を実施
●学校・保育所などの職員を支援

◦教員や保育士などを対象とした相談窓口「発達支援
ホットライン」を開設 新規

◦私立認可保育所へ区独自の補助と巡回指導を実施
し、発達に心配がある子どもの受け入れ体制を強化
新規

※関連する経費は、各柱に計上しています。

記事のタイトルをクリックすると、当該記事のホームページに遷移します。※ページがない場合は、遷移しません。

https://www.city.nerima.tokyo.jp/kusei/koho/hodo/r8/r801/20260122.html



